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第3章 通 信 と ヒ ュ ー マ ン ・ リソー ス

高度情報社会を実現す るためには,高 度 な通信 ネ ッ トワークの構築を

図るほか,通 信 を支 える人的側面の充実が不可欠であ る。

本章では,通 信 に携わ る人 々,人 材の育成 及び各種の資格制度 につ い

て概説 した後,ヒ ューマ ン ・リソースの拡充 に向け ての展望を行 う。

第1節 通信を支える人間

1通 信に携わる人々

今 日,通 信は多 くの人 々に よ り支 えられ ている。通信に携わ る人 々に

は,国 民に各種の通信サ ービスを直接提供す る人 々と通信サ ー ビスを側

面か ら支 える職業に従事す る人々がいる。 これ らの人 々は,二 つの視点

か ら考 察で きる。一つは,現 在,通 信 サ ービスが産業 として提供 されて

いるため,通 信 に携わ る人 々を事業体別に分類す る視点で あ り,一 つ

は,特 殊 な技能を有 して通信に関連す る職種 に従事す る人 々 が い る た

め,産 業を横 断 して職種別 に分類す る視点である。

ここでは,通 信サ ービスを直接提供する人 々について,郵 便,電 気通

信(NTT,KDD),放 送及 びその他の通信関連産業別に概観 し,次 に職

種別に通信関連の技術者,研 究者等について概観す る。

(1)通 信事業体に携わ る人々

ア.郵 便事業
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第3-1-1図 郵 便 の 現 業事 務 の 流 れ
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郵便事業において,利 用者に直接サ ー ビスを提供す る現業事務には,

外務職 員,内 務職員が携わ っている(第3-1-1図 参照)。

外務職員は,郵 便物の取 集及 び配達の事務に従事 している。 これ らの

事務は,屋 外作業,個 人作 業 とい う性 格を有す ることか ら,外 務職員の

業務運行 の良否は,そ の郵便の送達速度 と信頼性に大 きく影響す る。

取集 と配達 の中間にあ って,こ れ らを連絡す る作業が郵 便物 の運送で

あ る。運送は,現 在,運 送会社,航 空会社等に対す る委託 に より行われ

ている。

内務職員は,郵 便 局の窓 口に差 し出 された郵便物の引受,取 り そ ろ

第3-1-2図 郵 便の現業職 員数の推移
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え,消 印,区 分等 郵便局の内部 におけ る作業 に従事 している。

(職員数 の推移)

現業職員数は,60年 度末現在,約14万 人 であ り,そ の うち内務 者数が

約6万3,000人,外 務者数 が約7万7,000人 である。 また,50年 度か ら

の推移をみ る と,全 体 として約5%増 加 している。 内務者 数は,55年 度

の若干 の減少を除 き一定 の伸び であ り,10年 間で約8%増 加 してい る。

外務者数 も,58年 度 までは一定 した伸び であったが,59年 度か らは減少

傾 向に ある(第3-1-2図 参照)。

第3-1-3図 通信事業体別の従業員平均年齢の推移
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郵 政 省,NTT,KDD,NHK,㈹ 日本 民 間 放 送 連 盟 資 料 に よ り作 成

(注)1.郵 政 省 の60年 度 に つ い て は,10月2日 現 在 の 数 値 で あ る。

2.民 間 放送 は,各 年 度 とも7月 末 の 数値 で あ る 。
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職員 の平均年齢は,39.6歳 とな っている(第3-1-3図 参照)。

(今後の課題)

郵便事業 は,労 働集約性が高 く,コ ス トに占める人件費比率が高いた

め,要 員配 置の適 正化 ・効率化を 図る必要があ る。 また,電 子郵便等 の

新技術の導入に伴 い,こ れ に即応 できる人材の育成 と労働生産性の向上

が急務であ る。

イ.NTT

NTTに おけ る要員には,電 話,電 報,加 入電信,デ ータ通信,専 用

線等 の販売や運用に携わ る要 員,ネ ットワーク設備の保守 に携わ る要員

等が いる。電信運用の要員は,電 報,加 入電信 の業務に従事 している。

この中には,電 報の受付 ・送受信作業 に従事す る要員,無 線 通信士又は

特殊無線技士 の資格を有 し,海 岸 局等 で無線に よる電報の送受信作業に

従事す る要員及び電報 の配達作業に従事 する要員がい る。

電話運用 の要 員は,電 話交換,番 号案内等 の作業に従事 している。

デ ータ通信,専 用線部門 の要員は,各 種情報処理 システ ムの設 計 と,

その システムの建設工事 の実施等の業務を行 っている。

保守部 門の要員は,機 械設備,情 報処 理 システムの端末装置及び各種

回線の試験や統制等 の作業,通 信機器等 の設置,保 守,修 理,調 整等 の

作業に従事 している。

(職員数 の推移)

60年 度末の職員数は,55年 度 と比較 し約2万3,000人 減少の約30万

4,000人 であ る。 これを職種別 にみ る と,電 信 要員は,電 報 メデ ィアの

衰退に伴 い,約3,000人 減少 して約1万2,000人 となってお り,減 少傾向

が著 しい。電 話要 員は,全 国 ダイヤル 自動即時化の達成等に より,そ の

要員は約6,000人 減少 し,約5万3,000人 となっている。保守要員 も56年

度を境 に減少傾向にある(第3-1-4表 参照)。 これは,機 械設備の
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第3-1-4表NTTの 職種 別要 員 数 の推 移
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第3-1-5図NTTの 採用者数の推移
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高度化 に伴 い,保 守等に要す る人手の必要性が減少 した ことに よる。

採i用者数は,57年 度以降,各 年度 とも約5,000人 で推移 してい る(第

3-1-5図 参照)。

職員の平均年齢は・38・3歳 となっている(第3-1-3図 参照)。
レ
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(今後の課題)

NTTは,電 気通信の 自由化,民 営化に伴い,そ の組織 の効率化,活

性化 を今後 とも図る必要があ る。 また,著 しく進む機械化 に伴 い,高 度

な機器 を使 い こなすのみな らず,エ ンジニア リングのセ ンスを有 した技

術 的能 力の高 い人材 の育成強化が急務 である。

ウ.KDD

KDDに お いて利用者に直接サ ービスを提供する要 員は,電 信 ・電話

等 の運用部門,施 設部門等に携わ ってい る。

電信要員は,国 際電報の受付,配 達業務及び国際 テ レックスの交換作

業等 に従事 している。

電話要員は,国 際電話の交換作業 に従事 しいる。 電 話運用 において

は,一 定 の時間帯に集中す る トラ ヒックに対 して効率的に要員を配置す

るため,ピ ーク時に合わせ て短時間制の職員を配置 してい るのが特徴 で

ある。

施設要員は,伝 送路 の開設 ・廃止に関す る措置,設 備の運用 ・監視及

び障害 ・復旧の措置,ト ラ ピックの監 視等 のネ ットワーク全般の建設 ・

維持 ・保全等 の作業 に従事 してい る。

(職員数の推移)

職員数の10年 間 の推移をみ ると,約1,300人 増加 し,60年 度末現在,

約7,400人 である。職種別にみる と,電 信要員は,各 作業 の大幅 な機械

化,テ レックスの 自動交換対地 の拡張,取 扱制度 の簡素化等の 合理 化

と,国 際電報 の需要 の低下に伴 って急激に減少 し,60年 度は,約370人

とな っている。 これに対 して電 話要 員(短 時間制職 員を含む。)は,近

年の大幅な国際電話の需要増に よ り,約1,000人 増加 し約2,300人 であ

る。 また,施 設要員は,20%近 く増加 し,約1,500人 とな っている(第3

-1-6図 参照) 。
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第3-1-6図KDDの 電 信 ・電 話 等 要 員 数 の 推 移
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採用 者数 の10年 間の推移 をみる と,全 体では30%余 り採用 人員が増加

してお り.施 設要 員及び技 術的な諸 問題の企画等に携わ る技術職 の採用

者数全体に 占める割合 が 高 くな ってきてい る(第3-1-7図 参照)。

これは,ネ ッ トワークの大規模化等に伴 い,そ の建設 ・運用 ・保守 とい

った業務分野 の拡大 が原因である。

職 員の平均年齢 は,36.4歳 とな ってい る(第3-1-3図 参照)。

(今後 の課題)
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KDDの 採用者数の推 移
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KDDに おいては,新 規サ ービスの開始等に伴い,幅 広 い知識 を有 し

た技術者を必要 とす る分野が急速に拡大 してお り,特 に施設部 門要員 の

知識 ・資質 の向上を図 る必要がある。 また,電 気通信の 自由化 に より,

営業要員の育成 も急務であ る。

エ .NHK

NHKに は,デ ィレクタ・㍉ アナ ウンサ ー,カ メラマ ン,ミ キサ ー等

番組の制作や技術に携わ る要員,受 信契約の締結 ・受信 料の収納にかか

わ る要員等 がいる。 これ らの要員は,第3-1-8表 の とお り八つの職
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第3-1-8表NHKに お け る職 種 区 分

区 分 業 務 の 内 容

番 組 制 作 放 送制作,ア ナ ウンサ ー.取 材,美 術,音 響効果,放 送 進行・

放送管理等

番 組 技 術 カ メ ラマ ン,ミ キ サ ー,照 明 等

受 信 対 策 難視聴 の受信相談,そ の他の営業 活動

契 約 収 納 受信契約締結業務,受 信料集金業務

調 査 研 究 各種資料 の収集 ・分析,視 聴者 ニーズの調 査 ・分析,海 外事情

等 の調査研究,技 術開発研究

技 術 管 理 技術施設 の保守 ・管理,電 気 ・空調 等

管 理 一般管理事務,電 話交換等

建 設 業 務 放送施設の開発 ・設計 ・改築

NHK資 料に より作成

種に分類 されている。

(要員数 の推移)

要員数の推移 をみ ると,54年 度 までは約1万7,000人 とほぼ横ぽいで

あ ったが,そ の後 漸減傾 向にあ り,60年 度には,約1万6,000人 となっ

てい る。職 種 ごとの推移をみ ると,管 理部門を 中心に減少 してい る(第

3-1-9表 参照)。

採用は,放 送番組の制作に携わ る放送職,技 術職 及び一般事務に携わ

る事務職に分類 して行われ てい る。

職員の平均年 齢は,41.0歳 と他の事業体に比べ て高齢 化が著 し くなっ

てい る(第3-1-3図 参照)。

(今後 の課題)

NHKに おいては・放 送をめ ぐる環境 の変化 に的確 に対応 してい くと

ともに,経 営 の健全性 を確 保す るため・要員の効率化 ・組織 の活性 化に

配慮す る必要があ る。
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NHKの 職種別要員数の推移

(単位:人)
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NHK資 料に よる。

オ.民 間放送

民聞 放送 におけ る 職種分類 は,

(社)日 本民間放送連盟の分類 に基づ

くと,第3-1-10表 の とお りであ

る。NHKと の特徴的な差異は,営

業職 であ る。広告収 入に よ り事業を

営 んでい る民間放送 におけ る営業職

の要員は,販 売 ・販売促進 ・料金計

算やCM素 材の編集 ・管理等の業務

に携わ ってい る。

(従業 員数の推移)

第3-1-10表

民間放送におけ る職種分類

管理職

編成 ・調査職

営業職

制作職

報道職

アナウンサー職

技術 ・運行職

コソピュータ職

特殊勤務職

㈹ 日本民間放送連盟資料に よ り作成

従 業員数は,新 会社 の設立等に よ り,こ の10年 間で約3,000人 増 え,

60年 では約2万8,000人 となってい る。 また採用者数は,54年 までは増
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第3-1-11図 民間放送 の従業員数 ・採 用者数の推移
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(注)各 年 とも7月 末現在の数値であ る。

減を繰 り返 していたが,56年 か らは漸減傾 向にあ る(第3-1-11図 参

照)。 職種別 の要員数の推移をみ る と,ほ とん ど動 きはないが,営 業,

技術運行及び報道 に従事す る従 業員の比率が若 干増加 してい る(第3-

1-12図 参照)。

平均年齢は39.9歳 で,こ の10年 間 で4.2歳 上昇 し,NHK同 様 に高齢

化が進行 している(第3-1-3図 参照)。

(今後 の課題)

民間放送 では,定 年延長問題を含めた従業員 の高齢化へ の対処 が大 き
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第3-1-12図 民間放送の職種別 従業員比率の推移
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㈹ 日本民間放送連盟資料に より作成

(注)各 年 とも7月 末現在 の数値 であ る。

な課題 とな っている。

カ.有 線放送

有線放送業の従業員数の総数の推移をみる と,近 年のCATV事 業の

進展に伴 って大幅に増加 してい る。 しか しなが ら,(社)日 本CATV連

盟 が自主放送を行 う事業者を対象に行 った調査 では,1社 平均の要 員は

13人 程度 と小規模の運営 とな ってい る。 特に,取 材 ・番組制作 ・編成等

に従事す る要員が不足 している。 この ことは,CATVが 地域 に密着 し

た 自主番組を制作,放 送す る とい う大 きな特色を有 してい るに もか かわ

らず,そ の特色を十分 に生か しきれない一 因 となっている。

CATV事 業にお いては,効 率 的経営 を図 りつつ,こ の要員問題 を解
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第3-1-13表 有 線 放 送 の従 業 員 数 の推 移 (単位:人)

＼_年

業種 ＼_

有線放送業

有線放送電話業

44

6,855

47

3,466

4,085

50

4,756

3,962

53

5,817

2,172

56

7,030

1,928

「事業所統計」(総務庁)に より作成

決する ことが今後のCATV発 展 のための一 つの課題であ る。

また,電 話の代替 手段 としての機能を も有す る有線放送電話は,電 話

の普及 に伴い,サ ービスに携わ る要員 も減少が著 しい(第3-1-13表

参照)。

キ.そ の他通信関連産業

ここでは総務庁 の 「事業所統計」 に基 づ き,そ の他の通信関連産業に

ついて,56年 までの従 業員の推移 を中心 に概観 す る。

(マス コ ミ関連産 業に従 事す る人 々)

新 聞業,印 刷 ・出版 業,映 画制 作 ・配 給業,ニ ュース供給業,広 告業

に携わ る人 々は,い ずれ も既存 メデ ィアを駆使 し,マ ス コ ミ分野におい

て重要な役割を果 た して きた。

これ ら業種 の従業 員数 の推移 をみる と,47年 か ら56年 におけ る全産業

の伸 び率 が約17%で あるのに対 して,広 告業,出 版 業の伸 び率は,そ れ

ぞれ43%,33%と 大 きい。 しか し,新 聞業は ほ とん ど伸 びがな く,ま た

印刷業等 は若干 の伸び に とどまっている(第3-1-14図 参 照)。

(情報サ ービス業 に従事す る人 々)

ソフ トウェア業務や情報処理業務等を行 う情報サ ービス業 は,近 年の

エ レク トロニ クス技術 の進展 の影響を多大 に受け てい る産 業であ る。

従業 員数 の推移 をみる と,10年 間で約3倍 に達 している。 これ は,情

報 通信 システ ムの高度 な利用 が進む に連れ,ソ フ トウェア開発や 情報 処
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第3-1-14図 マス コミ関連産業に従事す る人間 の推移

ノ印刷業
/
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ノ ・ジ 「兎 制作.配給業
ニ ユー ス

29323538414447505356

年

「事業所統計」(総務庁)に より作成

理 サ ービス等 の業務が急 速に拡大 してい ることを表 してい る(第3-1

-15図 参照) 。

(通信に関連す る製造業等 に従事す る人 々)

通信 に関連す る製 造業等 には,通 信機 器製造業,電 子機器製造業,電

子 応用装置製造業,電 線 ・ケーブル 製造 業及び 電気 通信等工事業 があ

る。

電線 ・ケーブル製造業 は,電 話網の充足に よる電線等の需要の低下 に

伴 い従業員数は減 少 しているが,通 信機器製造業,電 子機器製造 業の47
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第3-1-15図 通信関連製造業等に従事 する人間の推移
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年

「事業所統 計」(総 務庁)に より作成

年か ら56年 におけ る従業員数の伸 び率は,そ れぞれ13%,27%と な って

い る(第3-1-15図 参 照)。

通信 関連 の製造業 は,高 度情報社会 の形成 に必要な通信機器 の製造に

かか わる産業 であ り,特 に通信機 器製造 業は,ネ ッ トワークの デ ィジタ

ル化,端 末機 器の高度化 を背景 とした内外の ニーズの高 ま り等を受け,
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従 業員数 も急激に伸びてい る。

これ らの産業は,今 後 も高度情報化 の進展に伴 う需要 の増大に よ り.

多大 な労働力を必要 とす るため,雇 用吸収力は大 きい もの と思われ る。

(2)通 信関連職種に携わ る人 々

労働 省の 「賃金構造基本統計調査」におけ る職種分類に よると,通 信

に関連す る職種 としては,シ ステ ム ・エ ンジニア,プ ログ ラマー,通 信

機器組立工等があ る。 その業務の内容は 第3-1-16表 の とお りであ

る。

第3-1-16表 通信に関連する職種

職 種 名 仕 事 の 概 要

シス テ ム ・エ ン

ジ ニア(男 子)

プ ログ ラマ ー

(男 ・女 子)

電子計算機オペ

レーター(男子)

キ イ ・パ ンチ ャ

ー(女 子)

ラジ オ ・テ レ ビ

組 立 工

(男 ・女 子)

通信機器組立工

(男 ・女子)

無線技術員

(男子)

内線電話交換手

(女子)

電子計算機 の規模能 力を考慮 して業務 を総合的に分析 し,

より効果的 に計算機を利用で きる よう業務を システ ム化

するための設計をす る仕 事

デー タ処理 のシステムを検討 し,電 子計算機に行わせ る

プログラムを作成 し,操 作手順書 を作 る仕事

操 作手順書に よ り電子計算機 を操 作 し,ア ウ トプッ トを

作成す る仕事

伝票,調 査表又は原書類等 の必要事項をパ ンチ カー ドに

穿孔す る仕事

流れ作業 の工程中にあ って ラジオ又は テ レビの部品,組

み立 てられた部分品又は完成品 を組み立て,作 成する仕

事

通信機械器具 の部品,組 み立てられた部分品又は完成 品

を組 み立 て,作 成す る仕事

無線送受信機,発 信機等の無線機器 の点検,修 理,調 整 の

仕事

私設 電話交換機を使用 して,内 線相互間又は内線 と外線

との間の電話 の交換の仕事

「賃金構造基本統計調査」(労 働省)に よ り作成
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(デ ー タ通 信 関 連 職 種 に 携 わ る 人 々)

デ ー タ 通 信 関 連 職 種 の 労 働 者 数 の 推 移 を み る と,キ イ ・パ ン チ ャ'『,

電 子 計 算 機 オ ペ レ ー タ ー に 比 較 し て プ ロ グ ラ マ ー,シ ス テ ム ●エ ン ジ ニ

ア の 伸 び 率 が 大 き く,特 に 男 子 プ ロ グ ラ マ ー は10年 間 で3倍 以 上 の 急 速

な 伸 び と な っ て い る(第3-1-17図 参 照)。

し か し な が ら,労 働 省 の 「技 能 労 働 者 需 給 状 況 調 査 」 に よ る と ・ シ ス

テ ム ・エ ン ジ ニ ア,プ ロ グ ラ マ ー の 量 的 不 足 の 深 刻 さ が 指 摘 さ れ て い

る 。 シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア プ ロ グ ラ マ ー は,マ イ ク ロ エ レ ク ト ロ ニ ク ス

第3-1-17図 職種別労 働者数 の推移①
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年

「賃 金 構造 基 本 統 計 調 査 」(労 働 省)に よ り作 成

(注)プ ロ グ ラマ ー(女 子)は,54年 か ら調 査 対 象 と な っ て い る 。
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化 を中心 とす る技術革新の進展を背景に,60年 において不 足数は約7万

人 に,ま た不足率 も26%で 第1位 となってい る。 この3年 間の推移 をみ

て も,不 足率 では常に第1位 であ り.不 足数 も60年 には,59年 に比べて

2倍 近 くに上昇 している。 また,電 子計算機 オペ レーターの不足数は,

この3年 間,1万 人以上 と高い水準 で推移 してい る(第3-1-18図 参

照)。

(電気通信関連の製造業及びその他 の職種に携わ る人 々)

通信機器組立工や ラジオ ・テ レビ組立工等の電子 ・電気 機械 器具 組

立 ・修理工の要員の不足数の推移をみ る と,59年 か ら低下 してい るもの

の,60年 にお いても約3万2,000人 で,依 然 として不足 の傾 向が著 しい

(第3-1-18図 参照)。

このほか,無 線技術員は安定 した推移,内 線電話交換手は減少傾向に

あ る(第3-1-19図 参照)。

(通信 関連従業老の賃金状況)

第3-1-18図 通信関連技能労働者の不足数の推移
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第3-1-19図 職種別労働者数の推移(2)

ラジオ ・
テ レビ組立工(男 ・女 子)

通信 機 器組 立工(男 ・女 子)

内繍 灘 ＼

5051525354555657585960

年

「賃金構造基本統計調査」(労働省)に より作成

これ らの職種就業者の増大策 としては,就 業環境 の整備を図 り,魅 力

ある職 業 とし,優 秀 な人材 の就職を促 し,定 着 率を向上 してい くことが

必要であ る。そ こで就業環境 の一 つの指 標 として,賃 金を取 り上げ る。

「賃金構造基 本統計調 査」 におけ る所定 内給与額 をみ る と,60年 調査

では,全 産業で21万4,000円(37.6歳 平均)と な ってい る。 これ を同程度

の年齢層 である35～39歳 層で男女別にみ る と,男 子労働者は26万5,000

円,女 子 労働者 は15万6,000円 とな ってい る。

一方 ,関 連職種 の同年齢層 の男子平均 では,シ ステム ・エ ンジニアが
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通信に関連する職種 の賃金水準(35～39歳)

(60年)
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28万9,000円,プ ログラマ ーが27万3,000円 と全産業の男子平均 の賃金水

準を上 回ってい るのに対 して,電 子計算機 オペ レータ ー,通 信機器組立

工は,要 員不足 とい う状 況にあ りなが ら も平均以下 の賃金 に とどまって

いる。

女子につい ては,プ ログラマ ーの賃金水準はかな り高 く,キ イ ・パ ン

チ ャー,内 線電話交換手 も全産業 の女子平均を上 回 っている。 しか しな
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が ら通信機 器組立工 は,11万5,000円,ラ ジオ ・テ レビ組立 工は10万

8,000円 と平均 よ り4万 円以上低 くなっている(第3-1-20図 参照)。

(3)通 信分野 における研究者

(増加 の著 しい研究費)

研究活動の動 向を示す 主要 な指 標 の一つ である 研究費 についてみる

と,研 究開発投資の イ ンセンテ ィブが 向上 してお り,全 産業では10年 間

第3-1-21図 通信事業体の研究費の推移

百
億
円 KDD

55565758

年 度

郵 政 省,NTT,KDD,NHK資 料 に よ り作 成

59 60
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で約3倍 に伸 びている。

通信4事 業体 につい てみ る と,NTTは,対 前年度 比26%増 の1,600

億円 と著 しく増加 してい る。KDDは,こ の5年 間 で約2.2倍 の伸びを

示 してお り,84億 円 となってい る。郵政 省(電 波研究所)及 びNHKの 研

究費は,財 政 の抑制傾 向等に よ り横ばいあるいは微増 とな ってい る(第

3-1-21図 参照)。

(一貫 して増加傾 向にあ る特許出願)

研究者 の成果 の指標 として,特 許出願件数 につい てみ る。

我 が国におけ る特許出願件数は,活 発 な技術開発に よ り戦後一貫 して

増加傾 向にあ る。

59年 におけ る特許出願件数は,約28万2,000件 であ る。 この うち電気

第3-1-22図 特 許 出願1件 当た りの 研 究 費

(59年 度)

4,5
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3.0
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笛。

(講蜘
「科学技術研究調査報告 」(総務庁),「 特許庁公報」(特 許庁),

郵政 省,NTT,KDD,NHK資 料 によ り作成

(注)全 産業については,暦 年の統計であ る。
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通信技 術につ いてみ ると,全 体 の約6%に 当た る1万7,300件 であ り・

前年比23%増 と大 きな伸び となっている。特 に交換技 術においては・デ

ジタル交換及び ファクシ ミリ,デ ータ,電 話等 を まとめて交換す る複合

交換網に関す る出願,デ ジタル情報 の伝送 にお いては,通 信制御装置,

プ ロ トコルに関す る出願の増加が著 しい。

特許出願1件 当た りの研究費を59年 度につい てみ る と,全 産業に比較

して,郵 政 省(電 波研究所)の4億 円をは じめ,ど の事 業体 において も

全産 業の平均以上 の研究費が必要 とされ てい る ことが分か る(第3-1

第3-1-23図 通信事業体の研究者数の推移
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-22図 参照)
。

(安定 した推移 の研究者数)

4事 業体 におけ る研究者数についてみる と,NTTは,絶 対数 ・伸び

率 とも最 も大 きく,60年 度末で3,470人 となってい る。KDDは,約180

人で ほぼ一定であ り,NHKは,減 少傾 向 に あ る。 郵政 省(電 波研究

所)は,250人 前後 で推移 してい る(第3-1-23図 参照)。

研究者1人 当た りの特許 出願件数をみ ると,全 産業平均では1.3件 と

な っているのに対 して,通 信4事 業体では,基 礎的 な技術研究を中心 と

す る郵政省(電 波研究所)の0.05件 をは じめ として,い ずれ も低 い件数

とな っている(第3-1-24図 参照)。 また,研 究者1人 当た りの研究

第3-1-24図 通信事業体の研究者1人 当

た りの特許出願件数

(59年度)

1.5

1.0

0,5

件

0
全産 業 郵 政省NTTKDDNHK

(電 波研究所)

「科学技術研究調査報告」(総 務庁),「 特許庁

公報」(特 許庁),郵 政 省,NTT,KDD,NHK

資料 によ り作成

(注)全 産業については,59年 の特許出願件

数を59年4月1日 現在の会社等における

研究本務者数で除 して算出 した。
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第3-1-25図 通 信事 業 体 の 研 究 者1人 当

た りの研 究 費

(60年 度)
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郵政 省,NTT,KDD,NHK資 料に よ り作成

費(年 度予算等を研究者数 で除 した もの)は,NTTが 約4,600万 円,

KDDが 約4,500万 円 と高 い金額 とな ってお り,郵 政 省(電 波研究所),

NHKは 約1,500万 円 とな ってい る(第3-1-25図 参照)。

2人 材の育成

通信を支える人材の育成は,通 信事業体で行われる組織内訓練 と,大

学等で行われる学校教育により実施されている。

ここでは,ま ず,郵 便,電 気通信,放 送の各通信事業分野及び通信行

政に従事する人材の組織内訓練について概観 し,次 いで・通信に関連す

る学校教育の現状について概述する。
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さらに,我 が国は,国 際協力を通 じ,開 発途上 国におけ る人材育成 を

支援 してお り,こ の国際 協力の現状について も概説す る こととす る。

(1)組 織内訓練

我が国では,基 礎的 な能力や素養は 学校教育 におい てかん 養 され る

が,職 業人 としての職務遂 行能 力やそ の能力の再開発 は組織 内訓練で行

われ るのが通例であ る。 組織 内訓練は,人 材に対す る投資 であ り,組 織

の生成 ・発展に重要な役割を果た している。

社会 的ニ ーズが ます ます高度化 ・多様化 しつつあ る通信 の分野におい

ては,人 材に対す る投資を進め,国 民のニーズに こたえ得 る通信サ ー ビ

スの提供や行政 の展開が重要であ る。

ア.郵 便事業

郵政 省職員訓練法に基づいて実施 され ている郵便職員訓 練は,① 日常

業務に必要 な知識 と技能の付与を 目的に職場 で実施 され る職場 内訓練,

第3-1-26図 郵便事業 の職員訓練体系図
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②郵政省の職員訓練所等 で実施される 職場外訓練に 大 きく分けられ る

(第3-1-26図 参照)。

(職場内訓練)

職場内訓練としては,新 規採用者や担務変更者等を対象に職場内で行

われる職場訓練のほか,通 信による訓練が実施 されている。

職場訓練における訓練項目として,① 郵便職員としての心得,薩 便事

業の現況等を内容とする基本項 目,② 内国 ・外国郵便制度等を内容とす

る一般項 目,③ 標準作業方法の習熟等を 内容 とする 特別項 目が 設けら

れ,そ の職場において直接必要な業務に関する知識 と技能の付与が図ら

第3-1-27表 郵政大学校及び郵政研修所 におけ る訓練 の概要

施
関

実
機

郵
政
大
学
校

郵

政

研

修

所

訓 練 名

本 科 訓 練

専 門 部 訓 練

初 等 部 訓 練

中 等 部 訓 練

高 等 部 訓 練(高等部第一科訓練,高等
部第二科訓練)

外 国 郵 便 訓 練

そ の 他 の 訓 練

概 要

郵政事業の経営及び管理に関する高度の知識及び

能力の開発について訓練を行うほか,郵 政事業に関

する研究を行わせる。

郵便局における経営及び管理に必要な知識及び能

力の開発について訓練を行う。

新 しく採用 され た職 員全員 に対 して,郵 政職員 と

して必要 な基礎 的知識 及び技 能について訓練を行 う。

中堅職員として必要な一般的知識及び事業知識を

修得させる。

郵 便局における事務 処理及び指導 ・監督に必要な

知識 及び能 力の開発について訓練を行 う。

外 国郵便 交換 局の中堅 職員 として必要な専門的知

識 及び技能 について訓練を行 う。

新 しい役職に任用された職 員や新 しい業務に担当

が変わ った職員,あ るいは特 に専門的知識,技 能 を

必 要 とす る職員に対 して,そ れ ぞれに応 じて職務遂

行上必要な訓練を行 っている。
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れている。

(職場外訓練)

職場外訓練は,職 員訓練所における訓練と委託訓練に大 きく分けられ

る。

職員訓練所における訓練は,郵 政大学校及び全国10か所に設置されて

いる郵政研修所で行われる訓練である。これを分野別に分けると次のと

おりとなり,そ れぞれ役職別階層別に訓練が実施されている(第3-1

-27表 参照)。

① 新しく採用された者や新 しく役職に任用された者に対 し,業 務遂行

に必要な知識と技能を付与する新任者訓練

② 担当業務の遂行能力の向上又は専門的な知識 と技能を付与する現任

者訓練

③ 中等部訓練等の選抜試験合格者を対象とし,人 材の育成 ・能力の開

発を目的とする養成訓練

委託訓練は,郵 政省外で教育 ・訓練の専門機関が開催する各種講習会

に職員を派遣 して行われる訓練であ り,職 務遂行に直接必要な専門的な

知識と技能の修得が図られている。

(今後の課題)

郵政省では,郵 便サービスに対する利用者ニーズに積極的にこたえて

いくため,関 係する法律等を改正 して制度の弾力化を図るとともに,新

たなサービスの開発,営 業活動の強化,作 業の機械化等の様々な施策を

展開している。

郵便事業を支える人材を育成する上で,今 後は,こ うしたサービスの

高度化 ・多様化,作 業の機械化等に対応し,営 業要員の一層の育成 と機

械化に対応 し得 る郵便職員の育成を図るため,そ の訓練体制の一層の充

実 ・強化が求められている。
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イ.電 気 通信事業

ここでは,NTTとKDDを 取 り上 げ,そ れぞれの組織内訓練の現状

と課題 につ いて概観す る。

(ア)NTT

NTTで 実施 されている 職員訓練は,① 役職別 階層別に行われ る訓

練,② 業務の遂行に必要な知識 と技能 の付与 を 目的 に事業別に行われる

訓練,③ 中央電気通信学園等で行われ る養成訓練等 の人材能力開発研修

に大 き く分け られ る(第3-1-28図 参照)。

第3-1-28図NTTの 職 員訓練 体系図

役職別階層別研修

事 業 別 訓 練

入材 ・能力開発研修ネット

墓羅 棄要度蕪 轍 轟

経営

旦

管

理

者

一 一曹 一.

疲
社
員

1役 員 研 倒
贔

支社長・電話局長等
幹部研修

・技 能向上訓練

・職 種転換訓練

・新 技術・新 サー ビス訓練

←

●
『

自
己

基申
づ告

くに
研修

一

幕
外
研
修
r

→

一

一

留 通

学 信

教

『 育

一

1部課 長 等 研 修1

↑

1新任管理者研修1

部
外委

託
研修

一

語
学
研
修

↑

1任 用 前 研 修1

↑

豚 長 等 研 倒
↑

脂 導者養成訓1馴 養齢圓
邑

1

」. 大
学
部

専
門
部

公的資格取得
のための訓練

1噺 入職員訓網 新 入 職 員 訓 練
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(注)養 成訓練は,選 抜試験合格者を対象に,将 来,よ り高度 な職務 を遂行

す るために必要 な 知識 ・技能等 を付与す るために 実施 され る 訓練であ

り,主 としてマネージ メン トの中核 とな り得 る職員を養成す るための大

学部 と事業 活動 におい て中核 とな り得 る職員を養成す るための専門部が

設 けられ てい る。
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(NTTの 業務 に関す る訓練)

NTTで は,国 内電気通信業務の遂行に直接必要な知識 と技 能を付与

するため,全 職員を対象に,電 話,デ ータ通信等の事業別に訓練 が実施

され てい る。 この訓練は,さ らに,① 担 当職務 の遂行能力の向上 を 目的

とす る技能 向上訓練,② 新たな技術 ・サ ービスの導入に適応 させる こと

を 目的 とす る新技術 ・新 サ ービス訓練,③ 職務 の変更があ った職員を対

象 とす る職種転換訓練に分け られ る。

61年 度 の技能 向上訓練 と新技術 ・新サ ービス訓練では,デ ィジタル交

換機や光 ファイバ ケーブル等通信 設備の設計 ・建設 ・保守に関する各種

の訓練 が設け られ,通 信関連技術の急速 な進展に即応 し得 る技術者の育

成 が図られ てい る。 また,ソ フ トウェア開発担当技術者や通信端 末機器

等の営業販売要員の育成のための各種訓練 も行われてい る。

このほか,事 業別訓練の一環 として,無 線従事者,電 気通信主 任技術

者,工 事担任者等の資格取 得を 目的 とす る講習 コースが設け られ,業 務

の遂行 に必要 な資格取得者の育成 が図 られ てい る。

(今後 の課題)

NTTで は,電 気通信 の 自由化や民営化に伴い,営 業活動の強化,技

術研究開発の推進 を図るため,現 在,教 育訓練制度 の見直 しが行 われ て

いる。NTTが 今後 も利用者 ニーズに合致 し,競 争 力のある高度 で多様

な電気通信サ ービスを提供 してい くためには,通 信関連技 術の急速 な進

展,通 信設備におけ る ソフ トウェアの比重の増大等に対応 して人材育成

を図る必要があ り,そ の面か ら,訓 練方法等の改革が求められ てい る。

(イ)KDD

KDDで 実施 され ている教育訓練は,① 国際電気 通信 の発展に貢献 し

得 る人材の育成を 目的 とす る人材 開発 ・育成訓練,② 業務 の遂行に必要

な知識 と技能の付与を 目的 とす る業務 ・技術訓練,③ 職員 の自己啓発を
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第3-1-29図KDDの 職 員 訓 練 体 系 図
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支援す る自己啓発援助訓練に大 きく分け られる(第3-1-29図 参照)。

(KDDの 業務に関する訓練)

KDDで は,国 際電気通信業務の遂行に直接必要な知識 と技能を付与

す る訓練 として,業 務 ・技術訓練が設け られている。 さらに,こ の訓練

は,配 転者訓練,新 業務新施設訓練,業 務 ・技術専門訓練,外 国語訓練,

運用保守訓練等に分けられ,① 国際電気通信の特定分野に必要とされる

専門的な知識 ・技能,② 新たに開発 ・導入された通信設備への対応に必

要な知識 ・技能,③ 運用 ・保守等の日常業務に関する基本的な知識 ・技

能の付与が図られている。

訓練の内容をみると,業 務専門訓練においては,特 に営業活動の一層

の強化を図るため,各 種業務の販売担当者訓練,高 度通信システムコソ
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サルテ ィング訓練等 が設け られてい る。

また,技 術専 門訓練 と運用保守訓練においては,デ ィジタル伝送 ・交

換技術等に関す る訓練が設け られ,光 フ ァイバ通信 システ ム,デ ィジタ

ル交換機等の運用 ・保守 ・試験や電話交換機 ソフ トウ ェアの管理 ・保守

に必要 とされ る専 門的な知識 と技能の習得が図 られ ている。

このほか,業 務 ・技 術訓練 の一環 として,業 務 の遂行に不可欠な資格

取得者の育成を図 るため,従 来 の無線従事者に加 え,電 気通信主任技術

者 と工事担任者の資格取得 を 目的 とす る養成訓練 が新 たに設け られてい

る。

(今後 の課題)

我が国社会経済の国際化 の進展 に伴い,国 際電気通信は飛躍的な発展

を遂 げ,利 用者の ニーズ もますます高度化 ・多様化 しつつ ある。

こうした ニーズに こたえ,KDDが よ り良質 で高度 なサ ービスを提供

してい くためには,今 後 も,営 業要員の育成強化,ソ フ トウ ェア要員の

育成,通 信設備の高度化等 に対応 し得 る人材の育成 を図るこ とが求め ら

れ る。

ウ.放 送事業

ここでは,NHKを 取 り上 げ,そ の組織内訓練の現状 と課題について

概観す る。

(NHKに おけ る訓練)

NHKで 実 施 され てい る職員訓練は,組 織的に行われ る訓練 とOJT

に よ り構成 され てい る。組 織的に実施 され る訓練は,① 新規採用職員を

対象 とす る新採用者研修,② 職務 に必要 な知識 と技能の向上 を 目的 とす

る職能 研修,③ 管理職を対象 とす る管理者研修に大 き く分け られ る。 こ

れ らの うちの一部は,60年8月 に設立 され た(財)NHK放 送研修 セン

ターに委託 されている。
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職能研修においては,職 務遂行に必要な基礎的 ・専門的な知識 と技能

の向上 と新 しい職務に即応する能力の向上を 目的に,放 送,技 術及び営

業 ・事務の職種別にそれぞれ必要な訓練が実施されている。さらに,こ

の研修は,① 担当業務の基礎的知識の再教育と技能向上を 目的 とする基

礎研修,② 担当業務の専門的知識の研究,習 得及び技能向上を 目的 とす

る専門研修によって構成 されている。

また,約1年 間の通信教育制度が設けられてお り.こ の通信教育制度

の中には,無 線技術士の資格取得コースが設けられ,放 送業務の遂行に

不可欠な資格取得者の育成が進められている。

(今後の課題)

NHKに おいては,進 展する放送技術を駆使して,創 造的でより豊か

な番組を制作していくとともに,効 率的な事業運営を図るため,積 極的

に職員の能力開発,技 能向上に努めることが求められる。

エ.通 信行政

ここでは,郵 政省の電気通信研修所で行われている職員訓練制度を取

第3-1-30表 電気通信研修所 におけ る訓練 の概要

副 科 名 概 要

養

成

訓
練

専

修

訓

練

本 科

高 等 科

電気通信業務科

電気通信技術科

電 波 技 術 科

電気通信行政に従事する将来の幹部職員として必要

な高度な知識を修得させ,及 び能力を開発する。

電気通信行政に従事する将来の中堅幹部職員として

必要な知識を修得させ,及 び能力を開発する。

電気通信行政に従事する中堅職員として必要な専門

的知識を修得させる。

電気通信行政に従事する中堅職員として必要な専門

的な技術に関する知識を修得させる。

電気通信行政に従事する中堅職員として必要な専門

的な技術に関する知識を修得させる。



第1節 通信を支える人間 一243一

り上 げ,そ の現状 と課題について概観す る。

(電気通信研修所に おけ る訓練)

電気通信研修所におけ る 訓練は,① 新規採用者 を対象 とす る 新規訓

練,② 選抜試験合格者を対象 とす る養成訓練,③ 電 気通信 に関す る専門

的な業務 ・技術知識を修得 させる専修訓練,④ 役職者 を対象 とす る特別

訓練に分け られてい る。養成訓練 と専修訓練の概 要は,第3-1-30表

の とお りであ る。

(養成訓練)

養成訓練の一つであ る本科訓練 の1年 目では,語 学,電 気通信 法制及

び通信工学を重視 した広範 囲にわた る基礎的な科 目を学ぶ こととしてい

る。 また2年 目では,通 信行政概論,通 信工学,情 報処理概論等 の電気

通信行政に必要な専 門的な科 目を学ぶほか,セ ミナー,業 務実 習の場を

通 じて訓練生の能力を開発す ることとしている。

また,高 等 科訓練は,業 務 と技術の コースに分けて実施 され ている。

この訓練 では,二 つ の コース共通に,行 政学,憲 法,経 済学,通 信工学

等の基礎 的な科 目と,電 気通信行政 に必要 な国内電気通信法制,通 信行

政概 論等の専 門的 な科 目が設け られ ているほか,業 務実習等 の場 を通 じ

て知識 を更に深め ることとしてい る。

(専修訓練)

専修訓練は,目 的に応 じて,電 気通信業務科,電 気通信技術科及び電

波技術科が設け られてお り,こ れ ら訓練科を通 じ,電 気通信の業務 ・技

術 と電波技術に関す る専 門的な知識の修得が図 られ ている。

(今後の課題)

電気通信の 自由化に伴 い,電 気通信分野は,VAN事 業者等の新 たな

通信事業者の出現,通 信 システムに対す るニーズの高度化 ・多様化,通

信端末機器市場 の拡大等 の様 々な変化 が生 じてい る。 これに伴 い,電 気
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通信行政は複雑化 している。

このため,今 後,通 信行政に従事する人材を育成するに当たっては,

通信行政の役割を認識し,ま た諸外国の通信行政の動向等をも考慮 しつ

つ,訓 練を充実 ・強化することが必要である。

(2)学 校教育

ここでは,高 度情報社会の実現に向け,通 信を支える人材を育成する

上での学校教育の果たす役割及び通信に関して実施されている学校教育

の現状について概観する。

ア.初 等中等教育

現在,小 学校,中 学校及び高等学校で行われている通信に関連する教

第3-1-31表 初等 中等教育 で行 われ る通信 に関連 する教育の概要

＼ 教科・細 概 要

小 学 校

中 学 校

高 等 学 校

社 会

理 科

理 科

物 理

郵便局 の見学 を行い,集 配作 業の社会的意味に気

付かせ る(第2学 年)。

糸電話等に よ り,糸 等 は音 を伝える ことに気付か

せ る(第2学 年)。

音が伝わ る様子 を調べ,音 の出方 及び伝わ り方 を

理解 させ る(第5学 年)。

電磁石 を作 り,そ の働 きを理解 させる(第6学 年)。

電流 と電圧,電 流に よる発 熱,電 流 と電子等を学

び,電 流 の仕事 について理解 を深め させる。

波動,電 気 と磁気等 を学 び,波 動では,音 波の伝

わ り方,光 の進み方,光 の干 渉 ・回折及び スペ ク ト

ルについ て,電 気 と磁気 では,電 界,電 流,電 流 と

磁界,電 磁誘導 と交流,電 子 と光等について理解を

深め させ る。

文部 省資料 によ り作成

(注)上 記 のほか,高 等学校 の職業教 育を主 とす る学科 の うち,通 信 に関連す る専 門教

育を行 う学科 にお いて,電 子技術,情 報技術,無 線通 信等 に関す る専 門の科 目が履

習され ている。
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育は,第3-1-31表 の とお りであ る。

新 たな通信 メデ ィアの出現に よ り社会 ・国民生活におけ る情報化が急

速 に進展 してい る今 日では,国 民 の一人一人が豊か で実 りあ る生活を送

るため,「 読み ・書 き ・そろばん」の能力 と同様 に,情 報及び通信 を 主

体的に選択 ・活用で きる能 力を身につけ ることが不可欠 とな っている。

小学校,中 学校 及び高等学校におけ る普通教育は,こ の よ うな能 力を

育成す るために重要 な役割 を果たす とともに,通 信に関連す る専 門的 な

技術者を育成 す る上 にお いても,基 本的な教育段階 として大 きく貢献す

ることが期待 され る。

また,高 等学校の職業教育を主 とす る学科においては,工 業に関す る

学科の電子関係学科(電 子科,電 子工学科等),情 報技術関係学科(情

報技術科等),商 業に関する学科 の情報処理関係学科(情 報処理科等),

水産に関す る学科の無線通 信関係学科(無 線通信科等)で 通信に関連す

る教育 を行 ってい る。

これ らの学科の数は,55年 度 の334学 科か ら,60年 度は374学 科へ と

増加 してお り,入 学者数 も55年 度の17,698名 か ら60年 度は22,929名 へ と

増加 している。 これ は,近 年の情報処理産業 の隆盛に伴 う情報技術関係

学科,情 報処理関係学科の増加に よる ものである。

イ.高 等教育及び専門教育

(大学 におけ る通信に関する教 育)

大学においては,現 在,通 信 に関連す る学科 として,電 気通信工学系

の学科が設け られ ている。 この学科では,電 磁気学,電 気回路理論,通

信工学,情 報工学,電 子回路工学,伝 送工 学,交 換工学,光 波通信工

学,集 積回路工学等通信 に関 して幅広 く知識 の習得が行われている。

電 気通信工学系 の学科への入学者数 をみ る と,大 学への入学者総数 と

同様 に,全 体 的に横ぽい傾向を示 し,60年 度 では2万2,309人 となって
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第3-1-32表 通 信に関連 する学科 ・課程 等の入学者数 の推移

一1・ ・ 55 59 60
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等
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育
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門

教

育
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短 期 大 学
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=
回
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電気通信工学
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・
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報
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電
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小 計

全 体

通 信関連学科 ・課程等

423,942

21,414

(5.1)

15,770

正,46

(9。3)

4,15

160

(3.8)

174,930

2,592

(L5)

9,540

2,710

(28.4)

412,437

20,249
(4.9)

16,844

1,710
(10.2)

4,669

128
(2.7)

178,215

2,419
(1.4)

9,729

2,843
(29.2)

一245
,849

67122

2,997

1,490

7,536

18,145
(7,4)

394,792

192

79

44

635

950
(o.2)

416,002

22,208
(5.3)

22,201

2,298
(lo.4)

5,749

161
(2,8)

181,223

2,731
(1.5)

9,968

2,957
(29.7)

411,993

22,309
(5.4)

23,594

2,618
(11.1)

5,877

183
(3.1)

173,503

2,756
(1.6)

10,207

3,325
(32.6)

310,225300,325

7,7698,332

2,4202,687

7,2604,494

18,79219,125

36,24134,638
(11.7)(ll.5)

370,730330,936

245

29

314

745

91

39

220

942

1,333
(o.4)

1,292
(o.4)

628,4301,262,5351,316,0981,256,435
28,34146,44467,92967,121
(4.5)(3.7)[(5.2)(5.3)

「学校 基本調査報告書 」(文部 省)に より作成

(注)()内 は,総 入学 者数中に 占め る通信に関連す る学科等へ の入学者数 の割 合(%)で

ある。
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いる(第3-1-32表 参照)。

また,大 学卒業者(文 科系を含む。)の 産業別就職状況をみ る と,通

信業 への就職者数については,52年 度か ら56年 度にかけてほぼ横ばい と

な っている ものの,57年 度か ら急激 な伸 びを示 し,59年 度では約2,400

人 とな っている。 また,通 信端末機 器等 の製造にかかわ る電気機 械器具

製造 業につ いて も,全 体的に著 しい増加傾 向を示 してお り,49年 度 の1

万551人 か ら59年 度 の2万3,749人 へ と約2.3倍 増加 し,製 造業全体への

就職者数 に占める割合 も59年 度では29%と なってい る。

大学において専 門的 な技術教育を受けた人材は,高 度情報社会を実現

す る上で重要な役割を果 たす ものであ る。今後は,技 術分野 と同時に他

の分野に も深い知識 を もち,通 信関連技術の進歩を人間的側面か らとら

えて情報化社会 の在 り方 を検討 してい くことので きる人材の育成が重 要

であ る。

(大学院における通信 に関す る教育)

電気通信工学を専攻す る修士課程入学者数 をみ る と,修 士課程への入

学者総数 とほぼ比例 し,50年 度の1,465人 か ら60年 度 の2,618人 へ と安定

的な伸びを示 している。一方,博 士課程入学老数は,入 学者総数が全 体

的に増加傾 向を示 してい るのに対 し,ほ ぼ横 ばいに推移 し,60年 度にお

いては183人 となっている(第3-1-32表 参照)。

大学院修士課程修 了者(文 科系を含む。)の 産業別就職状況をみ ると,

通信業への就職者数 は,49年 度 の173人 か ら59年 度 の172人 へ とほ とん ど

変化 していないのに対 し,電 気機械 器具製造業 については,49年 度の

1,106人 か ら59年 度 の2,510人 へ と2倍 以上 に増加 している。 また,博 士

課程修了者(文 科系 を含む。)の 産業別就職状況 も同様に,通 信業は49

年度の8人 か ら59年 度 の11人 へ とほ とん ど変 わっていないのに対 し,電

気機械器具製造業につ いては,49年 度の64人 か ら59年 度 の101人 へ と約
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1.6倍 に増加 してい る。

(短期大学におけ る通信 に関す る教 育)

短期大学 の電気通信工学系 の学科数は,50年 度 の43学 科か ら60年 度の

33学 科へ と減少 してい る。 しか しなが ら,同 学科へ の入学者 数は,短 期

大学へ の入学者総数が全体的にほぼ横ばい傾 向を示 している中で,50年

度 の2,592人 か ら60年 度の2,756人 へ と増加 してい る(第3-1-32表 参

照)。

また,短 期大学卒業者(文 科系 を含む。)の 産業別就職状況 をみる と,

通信業への就職者数 は,49年 度 で446人 であ ったのに対 し,59年 度 では

744人 となっている。 電気機械 器具製 造業については,全 体 的に著 しい

増加 傾向を示 し,59年 度 では6,370人 とな ってい る。

(高等専 門学校 におけ る通信に関す る教育)

高等専 門学校 においては,通 信 に関連す る学科 として,電 波通信工学

科,電 気工学科,電 子工学科,情 報工学科等 の電気通信工学関係 の学科

が設け られ ている。

これ らの学科数をみ る と,高 等専 門学校全 体の学科数がほ ぼ横ば いで

あ るのに対 し,50年 度の62学 科か ら60年 度 の75学 科 へ と増加 してい る。

全体 の学科数に占め る電気通信工学関係 の学 科数 の割合は,60年 度 で35

%Fと な ってい る。

入学者数 は,50年 度の2,710人 か ら60年 度 の3,325人 へ と増加 してい

る。 なお,電 波通信技術者の育成を 目的 とす る電波 通信学科 に つ い て

は,そ の一部 を時 代の進 展に対 応 して電子工学科や情報工 学科に改組転

換 してお り,50年 度の276人 か ら60年 度の120人 へ と減 少 してい る(第3

-1-32表 参照)
。

高等専 門学校 卒業者の産業別就職状況をみ る と,通 信業へ の就職者数

は,全 体的にほぼ横ぽい傾向を示 してお り・59年 度 では160人 となって
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いる。 電気機械 器具製造業については,増 加傾 向にあ り,59年 度 では

1,699人 となってい る。 製造業全体への就職者数に占め る割合 も,49年

度の26%か ら59年 度 の38%へ と高 くな ってい る。

(専修学校 におけ る通信 に関す る教育)

専修学校 においては,通 信に関連す る学科 として電気 ・電子学科,無

線 ・通信学科,電 子計算機学科及び情報処 理学科が設け られ てい る。

これ らの学科を有す る学校 の数は,55年 度の94校 か ら60年 度 の225校

へ と約2.4倍 に増加 してい る。 中で も,電 子計算機 学科を有す る学校は

13校 か ら35校 に,情 報処理学科を有す る学校は26校 か ら122校 へ と著 し

く増加 してい る。 また,通 信に関連す る学科数は,55年 度 の191学 科か

ら60年 度 の448学 科へ と約2.3倍 の増加 となっている。

さらに,通 信 に関連す る学科への入学者数は,55年 度の1万8,145人

か ら60年 度 の3万4,638人 へ と大 きく増加 してお り,特 に電子計 算機学

科では約3倍,情 報処理学科では約2.5倍 となっている(第3-1-32

表参照)。

専修学校 は,制 度発足以来,教 育に対する社会 の様 々な要請に的確に

こたえて発展 してい る。通信 の多様化に対応 し,専 修学校が今後更にそ

の特色を生か しなが ら,通 信に関連す る人材の育成 に貢献す ることが期

待 され る。

(各種学校におけ る通信に関す る教育)

現在,各 種学校 にお いては,通 信 に関連す る 課程 として,電 気 ・電

子,無 線 ・通信,電 子計算機 及び情報処理課程が設け られている。

これ らの 課程 を有す る学校数は,各 種学校 の総数が減少 してい る 中

で,55年 度 の10校 か ら60年 度の23校 へ と増加 してお り,60年 度 において

は工業 に関係す る各種学校 の53%と な っている。

通信 に関連す る課程数 も,各 種 学校全体 の課程数が減少す る中で,55
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年度 の12課 程か ら60年 度 の35課 程へ と約3倍 に増加 している。 これを課

程別 にみ る と,電 子計算機及び情報処理産業 の隆盛 に伴 い電 子計算機及

び情報処理に関す る課程の数は著 しく増加 しているが,無 線 通信課程 の

数 は減少 している。

通信に関連す る課程への入学者数は,各 種学校へ の入学者 総数 及び工

業関係課程への入学者数が共に減少 してい るのに対 し,55年 度の950人

か ら60年 度の1,292人 へ と36%増 加 してい る(第3-1-32表 参照)。

各種学校 は,技 術革新 を契機 に生み出 された多 くの職種 に対応す る職

業資格を与え る上 で,大 きな役割を果 た してい る。各種学校 が,通 信に

関連す る各種の資格取 得者を育成す る上で,今 後 も大 きく貢献 してい く

ことが期待 され る。

(3)開 発途上 国における人 材育 成に対す る協力

開発途上 国におけ る通 信関係基盤の整備のためには,通 信 ネ ットワー

クの構築 とい うハー ド面 のほか に,通 信事業 の経 営 ・管理に当た るスタ

ッフと通信 ネ ットワークの運用 ・保守 に当たる技 術者の育成 とい う人材

面(ソ フ ト面)の 整備が不可欠 である。 開発 途上 国においては,こ のよ

うな人材が不足 してお り,大 きな問題 となってい る。特に,電 気通信分

野は技術革新が急速に進 んでいるため,技 術者 の育成 が非常に大 きな問

題 とな ってい る。例えば,高 度 なデ ィジタル機 器を導入 して も運用 ・保

守が不十分 なため,機 器が十分に機能 しない とい う 事態 が発生 してい

る。

開発途上 国が抱えてい る人材育成に関す る主要 な問題 点は,次 の とお

りで ある。

① 急速な技術革新 と需要増加に伴 う要員 の育成が追 いつ かない。

② 教官及び訓練設備が不足 している。

③ 訓練を受けた技術者 の定着率が悪 く,ま た習得技術を個人化 して,
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他に移転 しない傾 向があ る。

こ うした問題点を解 決す るため,開 発途上 国は,新 技術及び経 営面に

おけ る訓練に関 して,先 進 国の協 力を期待 している。具体的には,① 訓

練 センターの建設,訓 練設 備の供与,② 海外研修に対す るフ ェローシ ッ

プの供与,③ 経営及び技術 に関す るセ ミナ ー.シ ンポジ ウム等の開催,

④ 日本及び開発途上 国におけ る訓練 コースの増 設,等 につ いて開発途上

国か ら我が国に対 し要望が寄せ られ てい る。

これ らを踏 まえて,我 が国 としては,長 期的視点 に立 った効果的な協

力を官民一体 とな って行い,開 発途上国の期待に こたえるこ とに よ り,

これ ら諸国の人造 り,国 造 りに貢献 してい くことが重要であ る。

こ うした協力の 一層の推進 を図るため,具 体的 には次 のよ うなセ ミ

ナー.シ ンポ ジウムが開催 された。

① アジア諸国の電気通信技術者養成に関す るセ ミナ ー

ア ジア諸 国の電気通信技術者養成 の責任者 を招 いて,60年10月,

「アジア諸 国の技術者養成 の在 り方に関するセ ミナー」が開催 された。

このセ ミナ ー においては,各 国参加者か ら,各 国における 訓練 ニー

ズ,訓 練実施におけ る問題点及び我 が国に対す る技術者養成の期待 が

述べ られ,こ れを受けて今後の訓練 の在 り方につ いて討 議 された。

② ア ジア ・太平洋 ヒューマ ンウェア'シ ンポ ジウム

ITUの 推進する電気通信分野 の訓練の標準化 活 動(CODEVTEL
(注)

プロジェク ト)の 一環 として,ア ジア ・太平洋 ヒューマ ンウェア ・シ

ンポジ ウムが,60年11月,郵 政省等 の主催 に より,ア ジア ・太平洋地

域15か 国及 びITUが 参加 して開催 された。

この会合におい ては,人 材管理,訓 練 ニーズ,訓 練分野における コ

ンピュータの利用,訓 練 システ ム共有 の4テ ・一マに分けて討論が行わ

れ,域 内各国 の訓練情報の収集,分 析,訓 練方式の共有化,コ ンビ凸
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ー タ 利 用 技 法 の 導 入 及 び 開 発
,訓 練 開 発 技 法 の 標 準 化 及 び 共 有,ソ フ

トウ ェ ア の 共 有 化,域 内 訓 練 セ ン タ ー を 相 互 に 結 ぶ ネ ッ ト ワ ー ク の 設

定 等,域 内 の 協 力 体 制 に つ い て 勧 告 が 作 成 さ れ た 。

(注)訓 練 分 野 の 国際 協 力 を,訓 練 の標 準化 を 図 る こ とに よ り推 進 し よ うと

す るた め に設 け られ た プ ロジ ェ ク ト(CourseDevelopmentintheFieldof

Telecommunications)で,ITUで は1965年 以 来 こ の活 動 を 行 って きて い る。

この プ ロ ジ ェ ク トで は,訓 練 コー ス の モ ジ ュー ル化 を行 い,訓 練 対 象,目 的

に 応 じ効 率 的 な 訓 練 を 可 能 に す る こ とを 目的 とす る と と もに,作 成 され た訓

練 コ ー スは,各 国 が 共 用 す る こ とを 目指 した もの で あ る。
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第2節 通信と資格制度

通信に関する資格制度は,ネ ットワークの統一性の維持,通 信の能率

的な利用の確保,通 信の安全性 ・信頼性の確保,さ らには,ユ ーザが工

事者を選択する場合の信頼性の付与等の社会的な要請により設けられて

いる。

また,最 近の高度な技術を 必要とする 分野の急速かつ 飛躍的な拡大

や,競 争原理の導入による自由化等社会環境が著しく変化 したため,こ

れに対応できる一定以上の技術水準を有する人材を確保す る必要性がま

すます高まっている。

ここでは,電 波法に基づ く無線従事者制度,事 業法に基づく電気通信

主任技術者制度 と工事担任者制度等,通 信に関する資格制度について概

観する。

1無 線従事者制度

無線従事者 とは,無 線 設備の操作を行 う者 であ って,郵 政大臣 の免許

を受け た者の ことをいい,原 則 として無線局 の無線設備の操作 を行 う場

合には,無 線従事者でな くてはな らない と電波法で定め られ てい る。電

波を利用す る場合は,常 に混信 その他 の妨害を排除す る必要 があ り,国

際的な強い統一性等が要求 され る。 このため,無 線 局に割 り当 て られた

電波 の有効かつ能率的な使用 を図る見地か ら,無 線設備の運用 ・保守 ・

管理は,原 則 として一定の資格を有す る者でなければ行 っては な らない

こととされ ている。
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(資格 の種類)

無線従事者は,社 会 的需要に応 ず るため,無 線 設備の種類,規 模等に

対応 してその資格は細分化 されてい る(第3-2-1表 参照)。

無線通信士 は,主 として無線 設備を操 作 して,実 際の通信を行 うため

第3-2-1表 無線

種 類 無線従事者の資格 概 要

無線通信士

無線技術士

特殊無線技士

ア マ チ ュ ア

無 線 技 士

第一級無線通信士

第二級 〃

第三級 〃

航空級 〃

電話級 〃

第一級無線技術士

第二級 〃

レ ー ダ ー

国際無線電話

無線電話甲

〃 乙

〃 丙

〃 丁

多重無線設備

国内無線電信

第一級 アマチ ュア無線技士

第二級 〃

電信級 〃

電話級 〃

各種 無線設備(大 型船舶局,海 岸局,国 際・

大電力固定 通信な どの無線局)の 通信操作

漁船の船舶局や漁業用海岸局の通信操作

航空機局や航空局の通信操作

船舶の無線電話局の通信操作

各種無線設備(放 送局,国 際通信を行う大

電力無線局等)の 技術操作

船舶 レーダー等各種 レーダーの技術操作

国際VHFを 使用する外国の海岸局と通信
を行う船舶局の技術操作

小型船舶の小無線局の技術操作

タ クシー等 の送受 信機 の操作

航空運送事業用でない航空機局の操作

沿岸漁船用の無線電話等の操作

一 の周波数 に多数の信号を乗せ るための送

信機 の操作

国内の無線電信の操作

アマチ ュア無線局の無線設備の操作

空 中線電力100W以 下 の無線設備の操作

空 中線電力10W以 下で21MHz以 上,又 は
8MHz以 下 の周波 数の電波を使用す る も
のの操作
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の資格 であ り,そ の操作 できる 無線設備の種類,規 模 等に応 じて 第 一

級,第 二級,第 三級,航 空級及 び電話級に分類 され る。

無線技術士は,通 信が確実に行われ るよ うに,無 線設備 の調整や保守

等を行 うため の資格 であ り,無 線設備 の規模等に よ り第一級 と第二級に

従事者の資格の区分

主 な 職 場 職 種

NTT,KDD,海 運会社,漁 業 会社,建 設省,運 輸省,気 象庁,警 察庁,防 衛庁

漁業 会社,漁 業協 同組合

航空会社,航 空測量会社

漁船 の船舶局,漁 業用海岸局

NHK,民 間放送,NTT,

日本国有鉄道

KDD,運 輸省,海 上保安庁,気 象 庁,警 察庁,建 設省,

航海士,航 空交通管制官,気 象観測員,警 察官

船 長,航 海士,水 先案内人,海 上保安庁 の職員

航海士(小 型船舶)

運 転 士,警 察 官,サ ー ビ スマ ン

パ イ ロ ッ ト

小 型 漁 船,ヨ ッ ト,レ ジ ャ ー ボ ー ト

NTT,KDD,NHK,民 間放送,電 力会社,警 察庁,建 設省,日 本 国有鉄道

防衛庁
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分け られている。

特殊無線技士は,八 つの資格に分けられ,操 作できる無線設備の種類

等が限定され てお り,他 の資格に比べ,空 中線電力が小さく,操 作が簡

単なものに限られている。

アマチーア無線技士は,ア マチ昌ア無線局の空中線電力等に応 じて四

つの資格に分類 されている。

(資格の取得)

無線従事者の免許を得るためには,国 家試験に合格するか,又 は郵政

大臣が認定 した養成課程を修了する必要がある。

国家試験は,特 殊無線技士並びに電信級及び電話級アマチ凶ア無線技

士を除き,各 資格とも年2回 定期的に行われてお り,特 殊無線技士並び

に電信級及び電話級アマチュア無線技士の国家試験については,電 波法

の規定に基づ き,試 験機関 として指定を受けた(財)無 線従事者国家試験

センターが試験の実施に関する事務を行 っている。

また,一 定の無線従事者,電 気通信主任技術者及び工事担任者の資格

を有する者が他の資格の試験を受ける場合,一 定の業務経歴者が他の資

格の試験を受ける場合,又 は郵政大臣の認定を受けた電波や通信に関係

ある学校等を卒業 した者が受験す る場合は,一 部の試験科 目が免除され

る制度がある。

養成課程は,特 殊無線技士並びに電信級及び電話級アマチュア無線技

士の資格に限 り,地 方電気通信監理局長が認定 した養成課程の講習を修

了した者に対して,国 家試験に よらないで免許を付与している。

(付与免許数の推移)

資格別の付与免許数をみると,無 線通信士及び無線技術士は,こ の10

年間安定 した推移となっている。特殊無線技士は,年 度ごとの増減はあ

るものの,全 体 としては増加傾向にある。アマチュア無線技士は,毎 年
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度著 しい伸 びを示 してお り,特 に54年 度か らは急激 に増加 し,60年 度

は,50年 度 の免許付与数 の1,5倍 近 くとな っている。

これ らの国家試験 あるいは養成課 程を経 た有資格者は,現 在,無 線通

信士 が約11万5,000人,無 線技術士 が約3万7,000人,特 殊無線技士が約

112万 人,ア マチュア無線技士が約137万 人 であ り,合 計260万 人 以上

とな っている(第3-2-2図 参照)。

(電波利用 の促進 と無線従事者)

無線 通信は,移 動通信,大 量 同報通信,非 常災害時の通信等 に不可欠

なものであ り,高 度情報社会 といわれる今 日,量 的 ・質的に も変 化が著

しい。

第3-2-2図 無線従事者免許付与数の推 移
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従来,我 が国におけ る電波利用は,電 波 の希 少性を背景セこ,海 上 の遭

難,安 全通信や人命,財 産 を保護す るための重 要通信,通 信 イ ンフラス

トラクチ ャーとしての公衆 通信 の分野を重 点に進め られて きた。

しか しなが ら,最 近の著 しい技術 開発 に よ り今 まで利用す る ことが困

難 であ った高 い周波数帯を利用す る技術 が開発 され,長 波,中 波,短 波

帯か ら超短波帯へ,更 にマイ クロ波,ミ リ波 へ と利用可能な周波数 の領

域 が拡大 した。 また,端 末技術等 の進展 に よる既利用 周波数帯 の利用効

率が向上 し,電 波 の利用は大幅に拡大 され てい る。その結 果,電 波は,

120万 局を超 えるパー ソナ ル無線に代表 され る個 人的利用の急速な進展,

タ クシー無線,MCA無 線,自 動車電話等に よる社会経 済活動の効率化,

活 性化に大 き く寄与 してい る。

さらに電波は,移 動通信 の唯一 の手段 である と同時に,固 定通信で も

安全性,信 頼性,経 済性の点 で優れた面 を もっている ことか ら,今 後 も

引 き続 き,宇 宙通信か ら汎用無線機に至 るまで一層 の有効利用が図 られ

てい くもの と思われ る。

このため,郵 政省 では,よ り一層受験者 の利便 を図 り,電 波の利用促

進 と無線通信 の健全 な発展 を期す ため,業 務経 歴に よる試 験免除科 目の

拡大,一 定の資格を有す る無線従事者 が他 の資 格を受験す る場合の試験

科 目の免除の拡大,養 成課程 の授業 時間の短縮等 を骨 子 と した無線従事

者規 則の一部 改正を行 った。

今後 とも無線通信分野 の利用に対応 した無線従 事者の資格 と して,近

年 におけ る電波利用 の多様化 とネ ットワーク化 の進展を考慮 した もの と

してい く必 要がある。

2電 気通信主任技術者制度

電気通信主任技術者(以 下 「主任技術者」とい う。)は,電 気通信事
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業体における電気通信ネ ットワーク全体の監督者 として,質 の良い電気

通信サービスを維持するための直接の責任者である。

事業法は,第 一種及び特別第二種電気通信事業者に対 して事業用電気

通信設備の工事,維 持及び運用に関する事項を監督 させるため,主 任技

術者を選任す ることを規定 している。

事業法の施行以前は,NTT及 びKDD内 部の技術基準により,電 気

通信サービスの提供が確保 ・維持されてきたが,競 争原理の導入を基本

とする事業法の施行により,国 が一元的に技術基準を規定することとな

った。電気通信事業者が自主的にその事業用電気通信設備を技術基準に

適合させることを担保するための制度として,主 任技術者制度が国家資

格として創設された。

(資格の種類)

主任技術者は,そ のかかわる設備に応 じて 第一種伝送 交換主任技術

者,第 二種伝送交換主任技術者及び 線路主任技術者 に分類 されている

第3-2-3表 電気通信主任技 術者 の種類

種 類 職 務 の 内 容

第一種伝送交換

主任技術者

第二種伝送交換

主任技術者

線路主任技術者

第一種電気通信事業者の伝送交換設 備の工事,維 持及び運用を

監 督す るための電気通信主任技術者 であ り,伝 送,交 換,無 線

(衛星 を含む。),デ ータ通信及び通信電力の分野 に関す る 総合的

な システ ムエ ソジ ニアであ る。 この資格 を有す る者は,大 規 模V

AN等 の特別第二種電気通信事業者の電気通信設備の工事,維 持

及び運用 の監督 を行 うこともで きる。

特別第 二種電気通信事業者の電気通信設備の工事,維 持及び運

用を監督す るため の電気通信主任技術者であ り,伝 送設備,交 換

設備,デ ータ通信及び通 信電力 の分野に関する総合的 なシステム

エ ンジニアである。

第一種電気通信事業者 の線路設備の工事,維 持及 び運用を監督

す るための電気通 信主任技術者であ り,通 信線路,通 信土木及び

水底線路の分野に関す る総 合的 エンジニアである。
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(第3-2-3表 参照)。

(国家試験)

主任技 術者 の資格を得 るためには,郵 政大 臣か ら試験機 関 として指定

された(財)日 本 デ ータ通信協会 が実施す る電気通信主任技術者試験 に合

格す るな どの方法 があ る。

電気通信主任技術者試験は,電 気通信設備 の工事,維 持及 び運用に関

して必要な専門的知識及び能力を問 う国家試験 であ り,最 低年1回 実施

され る。試験 は,年 齢,学 歴,実 務経験 年数等 の受験 資格は設け られて

お らず,自 由に受験 で きる。試験 科 目は,「 電気通信 システ ム」,「 専門

的能力」,「伝送交換設備(又 は線路設備)及 び設備管理 」及 び 「法規」

の4科 目であ り,そ のすべ てについ て一定 の水準を上 回る成績 を得 るこ

とが必要であ る。合格 した試験 科 目につい ては,2年 間受験を免除 され

る。

(付与資格数の推 移)

電気 通信主任技術者試験 の実施状況 をみる と,60年7月 に実施 された

第1回 試験 の受験者数は,総 数 で約9,000人,全 体 の合格率は26%で あ

った。 この うち,第 一種伝送交換主任技術者は,受 験者数,合 格者 数 と

も高い数字 とな ってお り,合 格率 も32%と 平均を上回 ってい る。同年12

月に実施 された第2回 試験 では,受 験 者数は約1万6,000人 と第1回 の

約2倍 に増 加 し,こ の制度 が着 実に社会 に定 着 して きてい る ことを示 し

ている。 また全体 の合格率は25%で あ り,第1回 試 験 とほぼ同様の結果

とな っている。 この うち,第 二種伝送交換主任技術者 の合格率は28%と

前 回の13%に 比べ その伸びが著 しい。 また,61年6月 に行われ た試験の

実施結果 をみ る と,受 験者数 は第2回 試験 とほ ぼ同様 であ り,合 格者

数及 び合格率は,過 去最高の数値 とな った(第3-2-4図 参照)。

61年6月 現在で主任技 術者 の資格を有 している者 は,1万 人を超 えて
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電 気通信主任技術者試験 の実施状況

層

一

噌

一

一

一 『一

砺

一

一

%

一

一

猛
'拗

口
受験者

合格者

一

彪
第主 第主 線
一任 二任 路

種技 種技 主
伝術 伝術 任
送者 送者 技
交 交 術
換 換 者

第1回 試験

(60年7月)

第主 第主 線
一任 二任 路

種技 種技 主
伝術 伝術 任
送者 送者 技
交 交 術換 換 者

第2回 試験

(60年12月)

第主 第主 線
一任 二任 路

種技 種技 主
伝術 伝術 任
送者 送者 技
交 交 術
換 換 者

第3回 試験

(61年6月)

お り,各 電気通信事業者の事業用電気通信設備をもれなく監督するのに

十分な数の主任技術者が選任されている。

(養成課程)

電気通信主任技術者資格の養成機関として,郵 政大臣の認定を受けた

約1,000時 間の授業を行 う養成課程を修了すれば,電 気通信技術者資格

者証の交付申請を行 うことができる制度がある。なお,現 在該当する養

成課程はない。

(ネットワーク化を支える主任技術者)

社会のネットワーク化の進展に伴い,電 気通信ネ ットワーク全般を監
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督す る能力のあ る技 術者 として,主 任技 術者 に対す る関心は非常 に高 ま

ってい る。今後,デ ータ通信,VAN等 の多種,多 様 で高度 な電気通信

サ ービスを実 現す るため,能 力ある電気通信技術者 としての主任技術者

の重要性 も高 まってい くことが考 え られ る。

3工 事担任者制度

工事担任老は,利 用者が端末設備又は自営電気通信設備を接続する際

に工事を実施する者,又 は実地に監督する者である。すなわち工事担任

者は,通 信回線 と端末機器 とを接続する工事を行 うのに必要な専門的な

知識及び技能を有する人材であり,電 気通信事業者 と利用者 との間にあ

って,利 用者が安心 して良好な電気通信サ ービスを受けるための仲介役

としての機能を果たしている。

事業法の施行に伴い,端 末は,利 用者が自由に選択,設 置できること

となった。端末設備は,利 用者と通信回線 との接点の役割を果たしてお

り,通 信回線 と端末設備が相互に機能しては じめて通信が可能となる。

このため,郵 政省令においてネットワークを保護する観点か ら,接 続す

る端末設備等について送出 レベル,配 線設備等に関して技術基準が定め

られている。端末設備を接続する際は,こ の技術基準に適合するように

工事を行い,ま た通信回線 と端末設備が相互に十分機能す るよう調整す

ることが求められるため,専 門的な知識 と技能を有す る者がこの工事を

行 うことが必要である。

(資格の種類)

資格の種類は,接 続工事の態様,資 格の区分 と就業の実態 との対応等

を考慮 し,第3-2-5表 のとお り5種 類であ り,大 別するとアナログ

種 とデジタル種に分類される。これは,端 末設備をアナログ伝送路設備

と接続する場合 と,デ ジタル伝送路設備に接続する場合 とでは,技 術基
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工事担 任者の種類

種 類 工 事 の 範 囲

ア ナ ログ第 一 種

アナ ログ第 二種

アナ ログ第三種

デ ジ タル 第 一 種

デジタル第 二種

アナ ログ伝送路設 備(ア ナ ログ信号 を入出力 とす る霞気通信回線

設備をい う。 以下 同 じ。)に 端末設 備等 を接続するための工事

アナ ログ伝送路設 備に端末設備等 を接続す るための工事(端 末設

備等に収容 され る冠気通信回線の数が50以 下であ って内線の数が

200以 下の ものに限 る。)

アナ ログ伝送路設 備に端末設備を接続す るための工事(端 末設備

に収容 され る電気通信回線の数が1の ものに限 る。)

デジタル伝送路設備(デ ジタル信号 を入出力 とす る電気通信回線

設 備をい う。 以下 同じ。)に 端末設 備等を接続す るための工事並

びに アナ ログ第三種の工事の範囲に属する工事

デジタル伝送路設 備(回 線交換方式 による ものに限 る。)に端末設

備等を接続す るための工事並 びに アナ ログ第三種 の工事の範囲に

属す る工事

準の内容が大 きく異な り,ま た接続の工事 に必要な知識及び技能 も異な

ることに よる。

(国家試験)

工事担任者の資 格を得 るためには,工 事 担任者試験 に合格す る必要が

ある。 この試験は,端 末設備等 の接続に関す る知識及び技能について行

われ るものであ り,試 験科 目は工 事担任者の種類にかかわ らず,「 電気

通信技術の基礎」,「端末設備の接続のための技術」及 び 「端末設備の接

続に関す る法規」の3科 目であ る。試験 にかかわ る事務は,主 任技術者

と同様に(財)日 本 データ通信協会が行 っている。

(付与免許 数の推移)

試験の動 向をみ ると,第1回 試験は60年9月 か ら11月 にかけて行われ

た。受験者 数は約13万 人 で合格率は42%と なってい る。 デ ジタル第 二種

の52%を は じめ,ど の資格 も高い合格率 となっている。
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第3-2-6図 工事担任者試験の実施状況
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第2回 試験は61年2月 か ら3月 にか けて行 われ,受 験者数は約9万

人 ・合 格率は37%で あ った。特 にアナ ログ第一種,第 二種 の高い合格率

が顕著 であ る(3-2-6図 参照)。

(養成課程)

郵政大臣が認定 した養成課程 におけ る教育課程を修了 した ものは,工

事担任者 の資格を受け ることがで きる制度 があ る。
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(重要性の高 まる工事担任者)

現在,工 事担任者 の有 資格者 の総数は,16万 人余 りであ り,今 後 とも

ネ ッ トワーク化の進展及 び端末機器の高度化に伴 い,ま す ます工事担任

者 の重要性は高 まってい く。

4CATV技 術者制度

CATV技 術者 制度の資格は,57年 に郵政大臣が公布,施 行 した 「有

線 テ レビジョン放送技術証明事 業認定 規定」に基づ き,同 証 明事業 とし

て認定 された(社)日 本有線テ レビジ ョン技術協会が実施す る講 習 ・試験

に よ り与え られ る技術証 明であ る。

この技術証 明を得 たCATV技 術者は,CATV施 設の設置・維持 ・

管理等 に必要 な知識及び技能を有 した人材 であ り,高 度情報社会 におけ

る重 要なイ ンフラス トラクチャーの一 つ としての役割を期待 されている

CATVの 業務に従事 している。

CATV技 術者には,大 規模 な施 設の総合管理者であ る 第一級技術者

と小規模 な施 設の実地監督者 であ る第二級技術者 との2種 類があ る。

(講習 ・試験 の実施状況)

同協会が実 施す る講習 ・試験は,毎 年度最低1回 行われ る ことにな っ

てお り,58年 か ら実施 され てい る。 また,同 協会 が51年 度か ら実施 して

いた技術資格認定制度 に よる旧資格取得者の新資格への移行講 習 ・試験

が実施 された。

これ らの実施状況は,第3-2-7表 の とお りであ り,現 在第一級,

第二級技術者 合わせ て約4,500人 が有資 格者 としてCATV事 業に従事

してい る。

(CATVの 発展 とCATV技 術者)

CATVに つ いては,近 年,大 規模 ・多チ ャンネル ・多 目的 のいわゆ
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第3-2-7表CATV技 術 証 明 の 実 施 状 況

(単位:人)

区 分

第一級

技術者

第二級

技術者

/
験

数

受

者

格

数

合

者

験

数

受

者

格

数

合

者

58年 度

403

37
(9.2%)

852

481
(56.5%)

59年 度

427

129
(30,2%)

708

426
(60.2%)

60年 度

505

172
(34.1%)

779

450
(57.8%)

旧資格からの
移行

1,401

1,452

合 計

1,739

2,809

(注)()内 は,合 格 率 で あ る。

る都市型CATVの 建設計画が相次ぎ,本 格的な実用化段階を迎えよう

としている。 こうした中で,CATV技 術者がCATVの 健全な発達及

び受信者の利益の増進に貢献することが期待 される。
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来 るべ き高度情報社会 に向け,情 報通信の もつ メ リットを国民が等 し

く享受 し,我 が国社会経済 の一層の活性化 と豊か で実 りのあ る国民生活

を実現す るためには,高 度 な通信 インフラス トラクチ ャーを構築 する こ

とが国全体の課題 となってお り,そ の人的要素 である ヒューマ ン ・リソ

ースの質的向上 と量 的拡充 が求め られてい る。

本節では,ヒ ューマ ン ・リソースの高度化に 向けての課題 と展望につ

いて概 観する。

1高 度情報社会への移行と人材

情報化の進展に伴い,我 が国の社会経済においては,情 報通信に関連

する産業部門の拡大等の構造変化が生 じている。このような変化は,我

が国の今後の国民経済,国 民生活に大きな影響を及ぼす ことになる。

また,多 種多様な通信事業者の出現と通信サービス ・端末機器市場の

拡大,通 信システムの構築に対するニーズの高度化 ・多様化等,企 業を

取 り巻 く環境にも変化が生 じている。

さらに,通 信の高度化を実現するため,通 信関連技術の研究開発が推

進されている。

高度情報社会への移行に当たっては,情 報化の進展や電気通信の自由

化がもたらす社会経済構造や企業環箋の変化 と通信関連技術の進展に即

応し得る高度な能力をもつ人材の育成がますます重要になる。

(1)通 信関連事業体における人材育成の促進

通信に関連する事業体においては,経 営 ・管理,技 術,営 業等の分野
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第3-3-1図 通 信 関連 事 業 体 に 必要 と され る 人 材
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に従 事す る者が必要であ り,こ れを網羅的に図示す る と第3-3-1図

の とお りとな る。

経 営 ・管 理に従 事す る者については,情 報 化の進展が もた らす企業環

境の様 々な変化に対応 し,通 信市場の動向等を見極めた上 で,効 率 的な

経 営や活動領域の拡大 ・縮小,事 業の撤退等の意思決定を適切 に行 うこ

とが最 も強 く求め られ る。

研究開発に従事す る者については,シ ーズの 開拓 のみ な らず,利 用者

ニーズに合致 した高度で多様な通信サ ー ビスや機器を 提供す るための技

術 開発 を積極的 に推進 してい くことが必要であ る。

建設 ・製造 に従事す る者 につ いては,製 品の ライ フ ・サ イクルが短 く

な っている ことに伴 い,急 速な変 化に耐 え得 る良質な通信設備や機器の

建 設 ・製 造を推進 し,利 用者 ニーズに適切に こたえてい くこ とが必要で

あ る。

'運用 ・保守に従 事す る者については,高 度化 ・多様 化す る通信設 備や
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機 器に対応 して,組 織 内訓練等を通 じ,そ の質的能力を高めてい くこと

が必要である。

営業に従事す る者 につ いては,通 信関連技術 の急速な進展に伴い,営

業 と技術の両分野 の知識を総合的に有す るセ ールス ・エンジニア的な能

力を養 ってい くことが必 要である。

(2)通 信 関連 技術者 の育成

通信の高度化のためには,通 信関連 技術 の研究開発を強化す るととも

に,研 究開発に従事 し,そ の成果を十 分に利活用 し得 る人材を育成 して

い くこ とが重要であ る。

ここで,現 在,我 が国 の研究機関が研究開発 を進め てい る電気通信関

連技術の研究開発 水準 を取 りま とめ ると 第3-3-2図 のとお りであ

る。 これに よれぽ,交 換技術,光 伝送技術等 に関 しては,我 が国が最先

進国 としての評価が高いが,ソ フ トウェア言語,ソ フ トウ ェア工学,セ

キ ュリテ ィー技術等 に関 してはその評価が低 くなっている。 これは,我

が国の ソフ トウ ェア系 の技術が,先 進諸国 と比べて遅れ ているこ とを示

している。

最近 の急速なデ ィジタル化 の進展や データ通信サ ービスの普及は,従

来 と比べ,ハ ー ドウェアを実際に機能 させ るプログラ ミング等の ソフ ト

ウェアに対す る需 要を格段 に増大 させ てい る。 このため,今 後は ソフ ト

ウェア関連分野の技術 開発 を強化す るとともに,幽その研究 開発を支 える

人材を育成 してい くことが必要である。

また,今 日の高度な通信ネ ッ トワークにおいては,ハ ー ドウェア とソ

フ トゥェアとが密接不可分 となってい る。 これは,企 業等 が通信 ネ ッ ト

ワークを構築す る場合,ハ ー ドウェア部分を企画 ・設計す る段階におい

て,ソ フ トゥ ェアに対 して も十 分考慮す ることが必要である ことを示 し

ている。 このため,今 後は,ハ ー ドウェアと ソフ トウェアの両分野にわ
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第3-3-2図 電気通信関連技術の研究開発水準

(指数)
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＼
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術
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o

駅罐 醐

光素子技術
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○ 一光を除く一
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光伝送

o材 料技術

マイクロ波通信

基盤技術 ～＼

光伝送技術＼＼

技 術 水 準

日本 が最 先進 日本 が最 先進(指 数)
一← 一一一一 国 として の評 国 と しての評 一一一一一一

価 が低 い 価 が 高 い

「電気通信に関す る技術開発政策懇談会 」資料 に よる。

たる知識 ・ノウハ ウを有 した人材 の育成 が必要 であ る。

さらに,電 気通信技術 とコンピュータ技術 の急 速な進展に伴い,コ ン

ピュータを通信 回線 に接続 したデ ータ通信サ ービスが急 速に発展 してき

ている。 このため,今 後は,電 気通信技術 や コンピュータ技術を個 々に

理 解 し得 るだけでな く,VAN等 の高度 な通信 ネ ッ トワークを実現す る
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通信処理技術に関す る知識を も有す る人材が ます ます必要 となって こよ

う。

他方,通 信の高度化に当たっては,技 術偏重のあ ま り人 間性が疎外 さ

れぬ よう,通 信 と人間 との調 和が確保 され ることが重要 である。 このた

め,今 後 も,人 間性重視の観点 か ら,端 末技術等のマ ンマ シンイ ンタフ

ェース技術の研究開発を強化す る とともに,人 間工学等 の分野の知識を

有す る人材の育成が必要であ る。

61年9月 に設立 が許可 された(財)情 報 通信技術研修 セ ンターは,今

後,情 報通信関連技術の分野 におけ る人材の育成 とその資質の向上に大

き く貢献す る ことが期待 される。

(3)情 報化の進展 と社 会科学的研究の推 進

通信は,情 報化の進展 に多大 な貢献を行 ってお り,情 報化の進展が も

た らす社会 ・経済 構造上 の変化に適切に対応す るためには,情 報化の実

態 とともに,通 信の動 向等 を正確に把握する ことが必要であ る。

しか しなが ら,従 来,マ ス ・コ ミ凸ニケーションに関す る研究につい

ては,あ る程度の研究が行われ てきたが,パ ーソナル ・コ ミュニケーシ

ョンを含めた通信 に関す る社会 科学的な観点 に立 った研究活動は極めて

少ない現状にあ る。

このため,今 後 はパー ソナル ・コ ミュニケ ーシ ョンを含めた通信 に関

して,社 会 科学的な研究を幅広 く行 ってい く必要があ る。

2企 業における人材

(新たな電気通信事業者への人材の供給)

電気通信分野への競争原理の導入に伴い,こ の分野に新たに参入 した

事業者への人材の供給が大きな課題 となっている。

高度情報社会の実現に向けて,健 全な競争を実現し,利 用者 ニーズに
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合 致 した通信サ ービスが展 開 されるためには,す べての電気通信事業者

に おいて必要な人材 の充足が必要であ る。

(企業 におけ る人材 の必要性)

ユーザにおい ても,通 信 システ ムの構築 と高度 な利用に当た って,そ

の ノウハ ウを有す る人材が不足 してお り,そ の充 足を図 る必要 がある。

首都圏におけ る資本金 工億 円以上 の企業420社 を アンケ ー ト調査 し,

企 業の全国におけ る技術者数等を推計 した(社)日 本情報通信振興協会の

「情報通信関連 の技術者に関す る実態調査(59年10月)」(以 下 「実態調

査」 とい う。)に よれ ぽ,資 本金1億 円以上 の企 業におけ る情報通信に

関連す る技術者 の数は22万3,000人 であ り,現 在の不足数は6万8,000

人,不 足率(現 在の必要数に対す る不足数 の割合)は23%で ある。 ま

た,5年 後 には,必 要な技術者 数が約32万 人にな る と予測 され てお り,

その充足のためには,今 後 年8%の 伸 びで技術者を確保す る必 要がある

とされている。中で も,通 信 ソフ トウェア技術者や データベ ース関連技

術者,ハ ー ドウェア技術,ソ フ トウェア技術及び基礎技術を統合す る企

画技術者等 の必要性 が今後増大す る もの と見込んでい る(第3-3-3

表参照)。

高度情報社会を早期に実現す るたあに,情 報 通信に関連す る技術者は

その推進役 ともいえる重要 な役割 を果 たす ものであ り,技 術者 の量的 ・

質的な不足は,今 後 ます ます深刻 な問題 になる と考え られ る。

ここで,大 学,大 学院,短 期大学,高 等専 門学校,専 修学校及び各種

学校の通信に関連す る学科 ・課程等 の卒業者数 をみ ると,59年 度で合計

約5万4,000人 とな ってお り,今 後,企 業 におけ る人材不 足を解消す る

ためには,こ れ らの 労働需給 の ミスマ ッチを防ぎつつ,高 等教育及び専

門教育機関か ら 情報 通信 分野への 就業者 の一層 の増加 が望 ま れ る(第

3-3-4表 参照)。



第3節 ヒュ ー マ ン ・リソrス の拡 充 に 向 け て 一273一

第3-3-3表 情 報通信 に関連す る技術者の種類別不足状況

企 画 技 術 者

ソ フ ト ウ ェ ア

技 術 者

シ ス テ ム ・
エ ン ジ_ア

OA

関 連 技 術 者

通 信 ソ フ ト
技術者

データベ ース

関 連 技 術 者

アプ リケーシ

ョン
関連技術者

プ ログ ラマ ー ・

オ ペ レー タ ー等

技 能者

ハ ー ド ウ ェ ア

技 術 者

基礎技術研究者

合 計

現在の

総数 不足数 必要数

人千

6

86

37

7

5

6

32

84

30

】7

223

人千

2

32

14

3

3

3

9

18

lo

6

68

人千

9

118

51

10

8

9

40

102

40

23

292

後
要

年
必

5

の
数

人千

12

128

54

11

Io

11

42

113

44

24

321

現在総
数の構
成比

3

%

39

17

3

2

3

14

38

13

8

100

現在の

不足率

26

%

27

28

29

39

36

22

17

25

27

23

要
め
加

必
た
増

の
の
均

後
保
平

年
確
年

5
数

の
率

%

13

8

8

10

15

14

6

6

8

7

8

「情報通信関連 の技術者に関す る実態 調査 」(㈹ 日本情報通信振興協会)に よる。

(注)1.首 都圏における資本金1億 円以上の企業420社(回 収 ペース)を 調査 し,

当該企業 の全国におけ る技 術者数等を推 計

2.現 在 の不足率=100× 現在の不足数/現 在 の必要数

3.5年 後の必要数確保のための年平均増加率

=100×{(5年 後の必 要数/現 在総数)1/5-1}

また,実 態調査に よれば,情 報 通信に関連す る技術者の65%が 従業員

1,000人 以上の企 業に集 中 してお り,企 業規模 に よる人材の偏在が顕著

となっている。 中でも,従 業員の規模 が100人 か ら299人 程 度の中企業に
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第3-3-4表 通 信 に 関連 す る学 科 ・課 程 等 の 卒 業 者数

(59年 度)

一 学科 ・課程 等 卒 業 者 数

高

等

教

育

機

関

専

『F

教

育

機

関

大 学 電気通信工学

大 学 院
修 士 課 程 電気通信工学

博 士 課 程 電気通信工学

短 期 大 学

高 等専 門 学 校

専 修 学 校

各 種 学 校

電気通信工学

電気通信工学

子

信

機

理

電

通

算

処

・

。

十
き
ロ

気

線

子

報

電

無

電

情

小 計

電 気 ・電 子

無 線 ・通 信

電子計算機

情 報 処 理

小 計

19,407人

2,066

140

2,310

2,486

6,082

2,049

4,238

14,356

26,725

281

25

402

759

1,467

合 十
二
曽一口 54,601

「学校基本調査報告書」(文 部省)に よ り作成

おけ る不足率が高 く,将 来的に も需要が高 い。 また,従 業員が49人 以下

の企業 におい ても,将 来的に必要性が増大す る可能性 を示 してい る(第

3-3-5表 参照)。

高度情報社会においては,企 業におけ る通信 ネ ットワークの構築が効

率的に推進 され ると ともに,そ の技術水準 の向上 が図 られる ことが重要

であ る。 しか しなが ら,そ のため に必要 な人材 が総体 としては量 的 ・質

的に確保 できた として も,人 材が特定 の企業に集 中す るな らば,高 度情

報社会 の調和 ある発展は望み得な い。 このため,今 後,企 業 内において
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情報通信 に関連す る技術者の企業規模別不足状況

従業員規模

人

1～49

50～99

100～299

300～999

1,000人 以 上

総 数 不足数

現在の

必要数

千 人

33

7

26

42

146

千 人

1

2

10

9

46

千 人

4

9

36

51

191

総
構

在
の
比

現
数
成

後
要

年
必

5

の
数

千 人

6

10

48

59

198

1

3

2

9

5

1

1

6

%

現在の

不足率

1

5

8

8

4

ハ∠

2

2

1

(∠

%

5年後の必要数
確保のための年
平均増加率

6

8

3

7

6

%

合 計223 68292321 100 23 8

「情報通信関連の技 術者 に関す る実態調査」(㈹ 日本情報通信振興協会)に よる。

(注)1.首 都圏における資本金1億 円以上 の企業420社(回 収ベ ース)を 調査 し,

当該企業 の全 国におけ る技術者数等を推計

2.現 在の不足 率=100x現 在 の不足数/現 在の必要数

3.5年 後の必要 数確保のための年平均増加率

=100×{(5年 後 の必要数/現 在総数)V5-1}

4.四 捨五入のため,合 計値が必ず しも一致 しない。

情報通信に関連する技術者の育成を推進するとともに,企 業間における

技術者の偏在を量的にも質的にも是正してい くことが必要である。

一つの方策としては,研 究機関,通 信事業体,民 間企業等における情

報通信分野の人材を登録 し,企 業が必要とす る場合に専門家を派遣する

人材派遣業を有効に活用 してい くことが考えられる。

また,社 内教育体制の充実が困難な中小企業等においては,企 業が共

同で各種の訓練 ・研修や教育研究機関への派遣を実施することで,必 要

な人材の育成を図っていくことも考えられる。

3地 域間における人材の偏在

通信に関連する人材 は,企 業間だけでな く,大 学,企 業等が大都市 に

集中 してい るため,地 域 間ににおいて も偏 在がみ られ る。
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郵政 省が推進 してい るテ レ トピア計画 のモデル都市 にお いて も,通 信

に関連す る人材 の不足 と人材育成 の必要性を訴 えている。

また,通 信高度化に大 きな役割を果 た している(社)電 子通信 学会の

会員 の 支部別 分布をみて も 企業等が集 中す る 東京に会員 が集中 してお

り,地 域間 におけ る人材 の偏在 が うかがえ る(第3-3-6表 参照)。

高度情報社会の調和あ る発展 のため には,大 都市取 り分け東京のみな

らず地方都市におい ても入材 の育成を推進 し,地 域 間におけ る人材の偏

在を是正 してい くことが必要 である。

60年6月 に設立 された(財)電 気通信高度化 協会 は,新 たな電気通信

システムの構築,活 用等 を行 うために必要 な人材の育成 をそ の 目的 とし

て,地 域 におけ る人材 の育成 を支援 してい る。

第3-3-6表 電子通信学会 の地域(支 部)別 会員数

(61年7月 末現在 単位:人)

支 部

北 海 道

東 北

東 京

信 越

陸

}

海

北

…

東

会 員 数

459
(lo)

925
(20)

23,748
(520)

628
(23)

379
(13)

1,868
(48)

支 部

関 西

中 国

四 国

九 ーーり

合 十言ロ

会 員 数

4,131
(98)

643
(18)

417
(18)

1,033
(26)

34,231
(794)

㈲電子通信学 会資 料に より作成

(注)()内 は,団 体会員 の再掲 である。
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4人 材育成体制の整備

(教育 内容の充実)

最近の急速な情報化の進展に伴い,国 民が豊かで実 りあ る生活を送 る

ためには,情 報化に対す る正 しい理解 と認識を深める とともに,情 報及

び通信 を主体的に選択 ・活用 で きる能 力を身につけ る ことが不可欠 とな

っている。

このため,大 学等の各種教育機 関におい ても,通 信 に関す る専門的技

術者の育成は もとより,通 信に関す る基礎的 な能力を身につけ られ る よ

う,教 育内容 の充実が望 まれ る。

(組織内訓 練の強化 ・効率化)

組織内訓練 が新人 の職業的能力の獲 得,中 高年齢者の能 力の リフレッ

シ_に 果たす重要性にかんがみ,企 業 におけ る通信 システ ムの高度化 ・

多様化の中で,組 織 内訓練を強化す る ことが重要であ る。

また,通 信 システ ムを活用 したCAI(ComputerAssistedInstruction)

等 の新たな訓練技術を活用す ることに よ り,組 織内訓練を効率的に実施

してい くことが必要 である。

(産 ・官 ・学の連 携に よる人材の育成)

高度情報社会 の実現 のためには,長 期 的展望に立 って,国,高 等教育

機 関,通 信事業者等 の役割分担,育 成 すべ き人材の範囲,人 材育成 のた

めの具体的な方法,技 術移転等を検討 す ることが重要であ る。 そのため

には,組 織の枠を超 えた産 ・官 ・学の有機 的な協 力 と連携に よ り,産 業

内の異業種間交流や大学等におけ る学術研究 を推進す ることが必要であ

る。
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5新 たな人材と資格制度

電気通信 の 自由化に伴 い,企 業 自らがその創意工夫に よって通信 シス

テ ムを構築 し,こ れを利用 す ることに よ り,販 売 ・流通体制 の強化,オ

フィス業務 の効率化 ・高度 化等 を図 ることが可能 とな った。 また,通 信

システ ムを構築す るために高度 な通信 関連 技術の開発 ・利用 が進め られ

ている。

今後 は,情 報化 の進展や電気通信 の 自由化に伴い,あ らゆ る企業にお

いて,情 報 の伝送 ・交換 のみな らず処理 を も可能 とす る高度かつ多様な

通信 システムの構築が ます ます進展 してい くもの と予想 され る。企業が

効率的 かつ安全 な通信 システ ムを構築す るためには,情 報通信分野 の専

門的知識 ・ノ ウハウのみ な らず幅広 い分 野の知識 を有す る人材か らの助

言が ます ます 必要 とな る。

したが って,今 後,企 業 自らがその 目的に即 した高度 な通信 ネ ットワ

ークを構築 し,自 由に使い こな してい くためには,情 報通信分野 の専門

的知識 ・技能のみな らず 幅広 い分 野の知 識 を も ち,通 信 システムの開

発,設 計,運 営,利 用等 に関す る助言を行い得 る,情 報通信 コンサ ルタ

ン トとも言 うべ き人 材が必要にな るもの と考え られ る。

また,企 業においては,通 信 システ ムの安全性 ・信 頼性の確保 のみな

らず,経 営の合理化の観 点か ら,そ の システ ムが適正に機能 し得 るか ど

うかを確認す るため,通 信 システ ムの経 済性,妥 当性,効 率 性,有 効性

等を総合的に点検 ・評価す る必要性が高 まって くる。

したが って,企 業におけ る電気通信 システムを経済性,妥 当性,効 率

性,有 効性等 の面か ら総合的に監査 し,公 正な立場 で助言 ・勧告 を行い

得 る電気通信 システ ム監査者 とも言 うべ き人材が今後必要に なる もの と

考 え られ る。
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高度情報社会 の実 現に向け て,こ れ らの人材を広 く内外において育成

す るため,新 たな資 格制度を創設す ることにつ いて,国 として検討 を進

めてい くことも必要 となろ う。

6高 度情報社会と人間

通信 は,個 人生活や企業,行 政官庁等 の社会的 ・経済的活動に とって

不可欠 な ものであ る。通信 が情報 の伝達である以上,そ の情報,あ るい

は伝達 の方法について基 本的人権や経済的権利の確 保が重要 であ る。 こ

の二つの意味において,通 信は極めて高い公共性を有 している。

しか しなが ら,最 近の急速 な情報化の進展は,社 会,経 済,文 化等の

様 々な面で豊かな国民生活 と経済の発展を実 現す る とい う積極的側面を

もつ反面,人 間性 の疎外,情 報の管理 を通 じた個人生活の管理,デ ータ

ベースへの侵入等の コンビ凸一タ犯罪 に よる経済活動の妨害 とい った社

会的 ・経済的 な多 くの問題を発 生 させ る可能性を有 してい る。

情報化 の進展あ るいは高度情報社会 の光 とも言 うべ き積極的側面 の効

果につ いては しぽ しぼ語 られ ているが,高 度情報社会 が真 に国民 のもの

として建設 され,国 民 に受け入れ られ るためには,そ の情報 の客体 とな

る個人や企業の権利,取 り分け権利の侵害に対 して,対 抗力の弱い個人

の利益が保護 され なけれ ぽな らない。 この ことは,電 気通信回線を利用

した情報管理 システムの 出現に よる個人情報や企業情報の管理 の可能 性

と,そ れに よる個人生活の管理等,あ るいは マス ・メデ ィアに よ り画一

的な情報が大量に伝達 され る場合 の影響を考えれぽ明 らかであろ う。

このよ うな情報化社会 の もつぜい弱性を克服す る観点 か ら,ネ ットワ

ークの 安全性 ・信頼性の確保 とい うハー ド面 の整備は当然 の こととし

て,通 信の秘密の保護 とい う伝統的な基本的人権 は もとよ り,プ ライバ

シーの保護,デ ータの保護等を,今 後,一 層推進 してい くことが国民 の


